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八雲町水道事業経営戦略（案） 

 

団 体 名： 八雲町         

事 業 名： 水道事業        

策 定 日： 令和 ３ 年 ３ 月  

計 画 期 間： 令和 ３ 年度  ～  令和 12 年度              

 

１．事業概要 

（１）事業の現況 

 ① 給 水 

供用開始年月日 昭和 33年 11月 1日 計 画 給 水 人 口 12,942 人 

法適（全部・財務） 

・ 非 適 の 区 分 
法適（全部） 

現 在 給 水 人 口 12,729 人 

有 収 水 量 密 度 0.203 千㎥ /  ha 

 

 ② 施 設 

水 源 地下水 

施 設 数 
浄水場設置数 5 

管 路 延 長 206.96 千m 
配水池設置数 31 

施 設 能 力 5,784 ㎥ / 日 施 設 利 用 率 83.90 ％ 
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 ③ 料 金 

本町水道事業の料金体系は、用途、メータ区分毎（口径）に区分し、それぞれ基本料金と従量料 

金を設定しており、現行の料金体系については以下の表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 組 織 

 八雲町水道事業の職員数の推移と組織体制は以下に示すとおりであり、技術職２名、事務職４名

の計６名で運営している。 

職員数の推移 

 H27 H28 H29 H30 R1 

事務職員 ３ ３ ４ ４ ４ 

技術職員 ２ ２ ２ ２ ２ 

計 ５ ５ ６ ６ ６ 

 

職員体制（令和２年１０月１日現在） 

事務職員 技術職員 

課長 ６級 １名 参事 ５級 １名 

係長 ３級 １名 技師 ３級 １名 

主事 １級 １名    

主事 １級 １名    

 

＜料金表＞ 

用途 
口径 

（ mm ） 

基本水量 

（ ㎥ ） 

基本料金 

（ 円 ） 

超過料金 

（ 円 ／ ㎥ ） 

一般用 

13 6 1,200 150 

20 15 2,500 140 

25 30 2,900 140 

30 50 5,700 140 

40 50 7,800 140 

50 50 8,400 130 

75 50 8,400 130 

100 50 8,400 130 

浴場用  100 12,000 110 

農・工業用  100 18,000 120 

臨時用  100 6,000 220 

※上表の金額には、消費税及び地方消費税は含まれていない。 

※料金改定年月日 平成 26年 6月 1日 
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（２）これまでの主な経営健全化の取組 

    これまで、浄水場管理業務の民間委託や、臨時職員を雇用し行っていた水道メータ検針業

務の委託化など一部業務の委託化を進めてきたほか、料金収納の口座振替推進による経費の

縮減などを行ってきた。 

    また、配水管布設、施設整備等の各種建設改良工事においては、複数箇所を一つの工事と

して発注することや、下水道工事や道路改良工事との同時施工、メータ交換の発注手法の変

更による建設改良費の削減などを実施してきた。 

 

（３）経営比較分析表を活用した現状分析 

   別添のとおり 

（参考）各指標の内容と R1年度指標（R1年度類似団体平均値については公表前） 

 １．経営の健全性・効率性 

①経常収支比率（R1年度：101.28％） 

当該年度において給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で維持管理費や支払利息等

の費用をどの程度賄えているかを表す。 

   ②累積欠損金比率（R1年度：発生していない） 

営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等でも補填できず、複数年 

にわたって累積した損失である累積欠損金の状況を表す。 

   ③流動比率（R1年度：421.26％） 

短期的な債務に対する支払い能力を表す。 

   ④企業債残高対給水収益比率（R1年度：690.55％） 

給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す。 

   ⑤料金回収率（R1年度：94.04％） 

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表す。 

⑥給水原価（R1年度：187.36円） 

有収水量１㎥あたりについてどれだけ費用が掛かっているかを表す。 

   ⑦施設利用率（R1年度：83.90％） 

一日配水能力に対する一日平均配水量の割合を表す。 

⑧有収率（R1年度：78.27％） 

施設の稼働が収益につながっているかを表す。 

 

 ２．老朽化の状況 

①有形固定資産減価償却率（R1年度：52.32％） 

有形固定資産のうち、償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す。 

②管路経年化率（R1年度：8.47％） 

法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す。 

③管路更新率（R1年度：0.48％） 

当該年度に更新した管路延長の割合を表す。 
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２．将来の事業環境 

（１）給水人口の予測 

    八雲町は、少子化等の背景から人口が減少傾向にあり、八雲町全体の人口は 2015年（平

成 27年）国勢調査では 17,252人であったものが、国立社会保障・人口問題研究所（以下

「社人研」という。）の将来人口推計によると 2030年（令和 12年）には 12,342人まで

減少するという推計結果が出ている。 

    給水人口についても、町全体の人口と同様に減少する見込みであり、社人研による人口推

計を基に、八雲町水道事業の区域である旧八雲町地域の給水人口を予測した結果は以下のと

おりとなった。 

    

給水人口の推計結果          【単位：人】 

年度 給水人口 人口 備考 

令和元年度（2019年度） 12,729 13,681 給水人口は決算値 

人口は社人研推計値からの推計 

令和２年度（2020年度） 12,330 13,394  

令和３年度（2021年度） 12,096 13,139  

令和４年度（2022年度） 11,861 12,884  

令和５年度（2023年度） 11,627 12,630  

令和６年度（2024年度） 11,392 12,375  

令和７年度（2025年度） 11,157 12,120  

令和８年度（2026年度） 10,930 11,873  

令和９年度（2027年度） 10,703 11,626  

令和10年度（2028年度） 10,476 11,380  

令和11年度（2029年度） 10,248 11,133  

令和12年度（2030年度） 10,022 10,886  

 

※給水人口の推計手順 

     給水人口の推計にあたっては、平成 27 年（2015 年）の国勢調査の八雲地域、落部地

域の人口、令和 2年度（2020年度）の社人研推計値を基に、両地域内の人口に対する給

水人口の平均的な割合を算出し（過去 5年間の実績の割合のうち最高と最低を除いた 3年

分で平均を算出）、令和 3 年度（2021 年度）以降、社人研人口推計の結果に給水人口の

割合を乗じ推計した。  

なお、社人研推計については 5 年ごとの数値となっているため、5 年間は同率で推移す

るものとし推計した。 
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（２）水需要の予測 

    給水人口の予測に基づき、普及率、有収水量実績を勘案した予測結果については以下のと

おりである。 

水需要の推計結果 

年度 
有収水量 

（ ㎥ ） 

給水人口 

（ 人 ） 
備考 

令和元年度（2019年度） 1,390,275 12,729 決算値 

令和２年度（2020年度） 1,322,727 12,330  

令和３年度（2021年度） 1,297,624 12,096  

令和４年度（2022年度） 1,272,414 11,861  

令和５年度（2023年度） 1,250,729 11,627  

令和６年度（2024年度） 1,222,101 11,392  

令和７年度（2025年度） 1,196,891 11,157  

令和８年度（2026年度） 1,172,539 10,930  

令和９年度（2027年度） 1,151,333 10,703  

令和10年度（2028年度） 1,123,835 10,476  

令和11年度（2029年度） 1,099,376 10,248  

令和12年度（2030年度） 1,075,132 10,022  

 

   ※水需要の推計手順 

     水需要の推計に当たっては、有収水量の実績、給水人口の実績を基に 1 日当たりの有収

水量、1人 1日当たりの有収水量の平均的な値を算出し（過去 5年間の実績のうち最高と

最低を除いた 3 年分で平均を算出）、その値に年間日数を乗じて年間の 1 人当たりの有収

水量を算出し、その値に給水人口の推計値を乗じて算出した。 
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（３）料金収入の見通し 

    予測給水人口と水需要を基に、現在の料金で今後の収入を推計した結果については以下の

とおりである。 

   料金収入の推計結果 

年度 
料金収入（税抜） 

（ 円 ） 

有収水量 

（ ㎥ ） 

給水人口 

（ 人 ） 

令和元年度（2019年度） 242,969,550 1,390,275 12,729 

令和２年度（2020年度） 234,521,790 1,322,727 12,330 

令和３年度（2021年度） 230,060,420 1,297,624 12,096 

令和４年度（2022年度） 225,586,280 1,272,414 11,861 

令和５年度（2023年度） 220,807,620 1,250,729 11,627 

令和６年度（2024年度） 215,733,930 1,222,101 11,392 

令和７年度（2025年度） 212,171,290 1,196,891 11,157 

令和８年度（2026年度） 207,841,860 1,172,539 10,930 

令和９年度（2027年度） 203,949,120 1,151,333 10,703 

令和10年度（2028年度） 199,198,470 1,123,835 10,476 

令和11年度（2029年度） 194,861,070 1,099,376 10,248 

令和12年度（2030年度） 190,549,780 1,075,132 10,022 

    

   ※料金収入の推計手順 

料金収入の推計に当たっては、料金調定の実績、給水戸数・人口の実績、給水戸数に対す

る口径別（料金区分別）の契約実績、超過水量の実績を基に、給水戸数、給水戸数に対する

口径別契約数、超過水量を算出し、（１）で算出した給水人口において見込まれる料金収入

を算出した。 

 

（４）施設の見通し 

    八雲町水道事業における施設については、令和 17 年度から大量更新時期を迎え、それ以

降、建設改良費が増大していく見込みである。（八雲町水道事業ビジョンより） 

    今後は、長期的な視点に立ち重要度、優先度を踏まえ、事業の前倒し、先送りの検討を進め

ることにより、更新需要の平準化を図るとともに、施設の物理的寿命を延ばし、法定耐用年数

以上に施設を使用することが可能となるよう日頃から適切な維持管理を行うことが必要とな

る。 

 

（５）組織の見通し 

    八雲町の水道事業は、平成 30 年度に４簡水事業と事業統合し現在の組織体制となってお

ります。令和２年時点で事務職員４名、技師職員２名の体制で運営しており、今後も安全で安

心な水道水の安定供給のため、同様の体制で運営する見通しである。 
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３．経営の基本方針 

（１）経営理念 

    八雲町水道事業は、「八雲町水道事業ビジョン」において基本理念を「良質な水をいつでも

いつまでも安定供給」とし、水道事業を推進している。 

    今後も、その基本理念を目指して、水道事業の政策課題である「安全」、「強靭」、「持続」ご

とにビジョンで設定する基本目標の下、水質管理、施設の適正な維持管理・更新、職員の技術

力・組織強化、健全な経営の維持等に努める。 

（２）基本目標 

    八雲町水道事業ビジョンに示される基本目標を以下に示す。 

安全：いつでも良質な水を供給する水道 
目標設定 説明 

水源汚染リスクの監視・
管理の強化 

「水安全計画（令和２年３月）」による取水から給水までの全て
の過程における安全な水を脅かす要因への対応 

適切な水質検査の実施 水質検査の項目・精度・検査回数等について確認し、今後も適
切な水質検査を実施する。 

安全に関する情報公開 水質検査結果や水安全計画など、安全に関する情報を広報やホ
ームページで公表する。 

水道未利用者への水道利
用の啓発 

飲用井戸等小規模自家用水道設置者に、安全・安心な八雲町の
水道をアピールし、水道利用の啓発に努める。 

強靭：どんなときでも確実に水を供給する水道 
目標設定 説明 

耐震化計画策定の検討 今後、水道施設・管路の耐震診断、耐震補強について、どのよ
うに進めていくかを検討し、「耐震化計画」として取りまとめ
る。 

水道施設耐震性能の把握 水道施設の耐震診断を実施し、有する耐震性能を明らかにす
る。 

施設・管路の耐震化 水道施設・管路について計画的に耐震化する。 
応急給水体制及び応急活
動体制の構築 

被災した場合の応急給水や応急活動を円滑に実施するための
体制を構築する。 

災害時指揮命令系統の理
解度向上 

防災訓練の実施等を行うことにより、災害時指揮命令系統の理
解度向上を図る。 

災害時の資機材調達体制
の構築 

災害時の通信手段、燃料・復旧用資機材・浄水薬品の備蓄・確
保について検討を行うほか、これらの資機材の調達体制を構築
する。 

耐震化事業及び応急給水
に関する町民理解度向上 

各種メディアの活用や地域住民との共同防災訓練を行うこと
により、耐震化事業や応急給水に関する町民理解度を向上す
る。 

持続：いつまでも安定して水を供給する水道 
目標設定 説明 

水道施設の再構築 経年化が進んだ施設は、水需要の減少を考慮した適切な規模に
改築・更新を行う必要がある。また、安定取水のため予備水源
の確保も検討した上で、これらを考慮した施設整備計画を策定
し、水道施設の再構築を進める。 

健全な経営の維持 アセットマネジメントの観点から、中長期的な経営状況を予測
した上で、健全な経営を維持するための方策（水道施設更新事
業の在り方、資金調達方法、水道料金の最適化等）について検
討する。 

職員の技術力向上・組織
力の強化 

水道事業を適切に運営していくために、職員の技術力の向上
や、適切な組織体制の構築を行う。 

広域化への取組の検討 事業運営の効率化を図るため、近隣水道事業体との広域化の取
組について検討する。 
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４．投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画）：別紙のとおり 

（２）投資・財政計画（収支計画策定に当たっての説明） 

① 収支計画のうち投資についての説明 

目 標 
良質な水道水の安定供給のため、緊急度、優先度等考慮しながら、計画的な水道

施設の更新に努める。 

 

〇今後の投資の見通しとして、老朽管の更新をはじめ、給水区域内配水管未設置区域への配水管

新設、水道施設の電気計装設備の更新・施設の補修等を実施していく計画である。 

〇街路事業等に合わせた配水管整備・更新事業を実施していく計画である。 

〇上水道配水管施設の維持管理および濁水対策を目的とし、洗浄施設へのマンホールの設置など

洗浄施設の改良・充実を図る計画である。 

〇水道水の水源である井戸の長寿命化のため、井戸の浚渫工事を実施していく計画である。 

〇計量法による期限切れの水道メータ器の更新を毎年度実施していく計画である。 

 

② 収支計画のうち財源についての説明 

目 標 事業の健全経営に当たって、料金収入の確保を中心に所要財源の確保に努める。 

 

〇料金収入については、現状の料金を基礎とし、人口減少等による料金収入減少を見込んだ計画

である。 

〇今後も経費の削減に努めるとともに、料金の徴収率向上対策を講じことはもちろんのこと、収

支状況を適切に把握しながら安定経営に向けた取り組み、財源確保に向けた検討を進める。 

〇企業債は今後の建設改良事業に合わせて計画しているが、後年度への負担も考慮しながら、計

画的に投資見合いの財源としての活用に努める。 

 

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

〇概ね現状水準を維持しながら推移する計画となっているが、今後は、水需要に合わせた施設更

新時における施設のダウンサイジングなどによる動力費等の維持管理経費の削減など、投資と

連動した効率的な会計運営に努める。 

〇修繕費については、突発的な漏水等による修繕の支出は避けられないものではあるが、施設の

適切な維持管理、計画的な施設更新による支出の抑制に努める。 

〇職員給与費については、現状の職員配置を基準とし計画している。今後も水道水の安定供給の

ため技術職員の技術の継承、後継者育成を進めるなど、職員の適正配置に努める。 

〇その他事務費等に関しては、これまでの決算額を考慮し計画している。 
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

①収支計画のうち投資についての説明 

民間の資金・ノウハウ等の活用 

（PFI・DBO の導入の検討） 

計画期間内に浄水施設等の新設・更新等の大きな投資はなく、

PFI・DBO等の活用は予定していない。 

施設・設備の廃止・統合 

（ダウンサイジング） 

給水区域の状況により施設の統廃合は困難であるが、水需要

予測を基にダウンサイジングについて今後検討をしていく。 

施設・設備の合理化 

（スペックダウン） 

施設の更新時においては、水需要予測の結果を基にスペック

ダウンを今後検討していく。 

施設・設備の長寿命化等の投資の

平準化 

実施予定の配水管整備、施設整備事業などの事業を平準化し

た投資計画としている。 

広域化 施設の統廃合については困難であるが、物品等の共同購入等

ソフト面での連携については今後検討していく予定である。 

その他の取組 特になし。 

 

②財源についての検討状況等 

料金 収支の状況、また、財政シミュレーションにより、供給原価

等の適切な把握に努め、必要に応じて、安定経営に向けた料

金の検討を進める。 

企業債 建設改良費に応じて借り入れるものとする。 

繰入金 旧簡易水道事業で借り入れた起債償還元金の基準内繰入に対

する出資金を見込んでいる。 

資産の有効活用等（*）による収入

増加の取組 

特になし。 

その他の取組 特になし。 

* 遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電などをいう。 

 

③投資以外の経費についての検討状況等 

委託料 現状の委託業務を引き続き委託するものとし、計画しており

ますが、効果検証のうえ効果的な実施となるよう検討する。 

修繕費 投資と関連付けてより効率的な方策を検討する。 

動力費 施設更新時における施設のダウンサイジングなど、動力費の

削減について方策を検討する。 

職員給与費 安定的な水道水の供給のため職員数を一定水準確保してい

く。 

その他の取組 特になし。 

 

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 
  経営状況等の変化に対応するため、随時、進捗状況の管理を行い、必要に応じ見直す。 
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（収益的収支） 

投資・財政計画 

（収支計画） 
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（資本的収支） 

                         投資・財政計画 

                         （収支計画） 

 


